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放送関係研修員の受入れ入員の推移

放送関係集団研修の実施状況

第三国研修の実施状況

郵政事業関係専門家の派遣人貝の推移

郵政事業関係専門家の派遣状況

電気通信関係専門家の派遣人員の推移

電気通信関係専門家の派遣状況

放送関係専門家の派遣人貝の推移

放送関係専門家の派遣状況

プロジェクト方式技術協力の実施状況

プロジェクト方式技術協力による実績の推移

通信分野における開発調査件数及び派遣人員の推移

通信分野における開発調査の実施状況

通信分野における単独機材供与の実施状況

技術協力の実施状況(3年 度)

通信分野における円借款の推移

通信分野における円借款の実施状況

通信分野における無償資金協力の推移

通信分野における無償資金協力の実施状況

通信分野における無償資金協力の基本設計調査

実施状況

資料8-49資 金協力の実施状況(3年 度署名分)
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